





































議、 (3)内務官僚の後退と専門家の進出、 (4)01 Eによる「間接統治jの出先機関化、 (5)文部省の
批判、改組等の論議が一般に広くなされた0(2)



































































1 9 5 0年少月 l疋出された第二次アメリカ教育使節毘報告書に先立って、文部省は「日本にお
ける教育改革の進展jと癒した報告書を提出し、その中Kおいて次のよう κ述べている0(7)
(1 9 5 0年 8月)
すなわちこの報告蓄の第八章 f教育行政の改革Jの五、文部省の改組K触れた箇所でイ 仁新し
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(4) 文部省の機構改革 (1 9 5 2年)







でるといったようなマイナス函がつよく招来されるおそれがある 」 と述べている。o .J (11) 




いるo 112 広く利用促供する適当な記録を整備する ζ とJが削除され、 r1 2 教育、学術及


























































ゆえ都道府県教育委員会および知事の検定権が削除 (r教育委員会法J5 0条但書2号、 「私立




























育労働組合行動綱領 (46年 6月)、教育民主化協議会行動綱領(4 7年 1月〉などは視学制度の
廃止を主張し、既述したよう託、第一次アメリカ教育使節団報告書の中でも、その制度の廃止を
要求しているO






































































































































(1 ) 阿部重孝「教育改革論J (岩波書j吉、 19 3J年)P 10 
-76-
(2) 海後宗臣編「教育改革J (東大出版会 1975年 『戦後日本の教育改革』第一巻)P286
(3) 伊ケ崎暁生、吉原公一郎編・解説「米国教育使節団報告書J (現代史出版会 19 7 5年
『戦後教育の原典』②)を参照した。
(4) 宗像誠也「今日の時点でアメリカ教育使節団報告書をとりあげることの意義J (日教組、
1 9 6 0年 『米国教育使節団報告書(訳文)一連合国軍司令部K提出された-j所収)


















伸 文部省「学期j百年史J (帝国地方行政学会 1 9 7 2年)P 801 
(7i伊ケ崎暁生、吉原公一郎編・解説 前掲書
(問海後宗臣編前掲書 P 300 参照、
またこの指導と管理の分離がL、わゆる「チェック・アンド・バランスJ方式であった。
(9) 1 9 4 9年 4月25日第五回国会衆議院内閣委員会における柏原政府委員の提築理由説明
。Q) 1 9 5 2年 5月9日第十三回国会衆議院文教妥員会における今村忠助政府委員の提築理由
説明
円1)相良惟ー「文部省の新しい機法と機能Jr文部時報J 8 9 9号、 1 952年7月
(12)武田一郎「指導主事の職能J (学芸図書 1 9 5 2年) P 16参照
円3)市川紹午「救育行政の理論と構造J(教育開発研究所、 1975年)P 266 
円どり伊ケ崎暁生、吉原公一郎編・解説 前掲書所収「日本κおける教育改革の進展JP 236， 
237 
(15) !法律時報J1 9 7 2年 6月臨時増干Ijr憲法と教育jrJT収 rJを{法・故者生のおiJ定趣旨と国
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会審議JP 2ヲ2
また第二四国会衆議院文教委員、会議録 19 4 8年 8月l'9日 参照
円。向上、 19 4 8年 6月21日 参照
nη 安藤嘉雄 f市町村教育委員会 その設置と運営J-(明治図書 1 952年) P16， 17 
(1 s>武田一郎前掲書 P 25 
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